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銀行株式会社　御中

　　　　　　　　　　　　　　　昭和　　　年　　　月　　　日

債権者　住所

兼抵当権

　　　　　　　　　　　　　　設定者　氏名＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿㊞

　　　　　　　　　　　　　　保証人　住所

　　　　　　　　　　　　　兼抵当者

　　　　　　　　　　　　　　設定者　氏名＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿㊞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所

　　　　　　　　　　　　　　保証人　氏名＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿㊞

第1条（抵当権の設定）
　債務者が昭和　　年　　月　　日付　　　　　　　　契約（以下原契約という）にもとづき貴社に対し負担する下記要項の債務（以下本債務という）を担保するため、抵当権設定者は、債務者が別に差入れた銀行取引約定書の各条項のほか、原契約ならびにこの約定を承認のうえ、その所有する後記物件の上に、順位後記の抵当権を設定しました。

1. 金　　額

2. 期　　限

3. 弁済方法

4. 利　　率　　年　　　％（ただし、365日　日割計算とする）

　　　　　　　　ただし、貴社は金融情勢の変化その他相当の事由がある場合には、一般

に行われている程度のものに変更することができます。

5. 損害金　　　債務不履行のときは、債務者は弁済すべき金額に対し、年14％（ただし、

　　　　　　　　365日　日割計算とする）の割合に当たる損害金を支払います。

第２条（登記等）

1 抵当権設定者は、本抵当権の行使を妨げるような権利または事実が存在しないことを保証しました。

2 抵当権設定者は、この契約締結後遅滞なく抵当権設定の登記手続きを完了し、その登記簿謄本を貴社に提出します。
第３条（抵当物件）

1 抵当権設定者は、貴社の承諾がなければ、抵当物件を譲渡し、その上に他の物権、賃借権等の権利を設定し、現状を変更する等抵当物件の価額を減少し、または抵当権の行使を妨げるおそれのあるいっさいの行為をしません。

2 抵当権設定者は、貴社が抵当物件を調査しようとするとき、またはこれに関する報告を求めたときは、遅滞なくこれに応じます。

第４条（増担保）

　抵当権設定者が抵当物件である建物を増築もしくは改築し、または抵当物件である土地に新たに建物を築造したときは、その建物はすべて本債務の増担保として貴社に提供し、遅滞なくこれに関して必要な手続きをとります。

第５条（抵当物件の移動通知）

1 抵当権設定者は、抵当物件につき原因のいかんにかかわらず、変更、損傷。減失その他の異動を生じ、その価額が減少し、または抵当権に不利益をおよぼすそれのある事実が生じたときは、直ちにその旨を貴社に通知します。
2 前項の場合、貴社が請求したときは、債務者は遅滞なく増担保もしくは代わり担保を提供するか、または本債務の全部もしくは一部を弁済します。

第６条（補償金等による弁済）

　抵当権設定者は、抵当物件につき公用徴収その他の原因によって補償金、清算金などの債権が生じたときは、その権利を貴社に譲渡する等、貴社が直接これを受領するために必要な手続きをとります。貴社は、これを受領したうえ、期限のいかんにかかわらず、本債務の弁済に充当することができます。

第７条（損害保険）

1 抵当設定者葉、この抵当権が存続する間抵当物件に対し、貴社の同意する保険会社と貴社の指定する金額以上の損害保険契約を締結または継続し、その保険契約に基づく権利のうえに貴社のため質権を設定し、またはその保険契約に抵当権者特約条項をつけます。
2 抵当設定者は、前項の保険契約以外に抵当物件に対し保険契約を締結した時は、直ちに貴社に通知し、前項と同様の手続きをとります。

3 前２項の保険契約の継続、更改、変更および保険目的物件罹災後の保険金等の処理については、すべて貴社の指示に従います。

4 貴社が債権保全のため、必要な保険契約を締結し、もしくは抵当権設定者に代わって保険契約を締結または継続し、その保険料を支払ったときは、債務者または抵当権設定者は貴社の支払った保険料その他の費用に、その支払日から年１４％の割合の損害金をつけて支払います。
5 前４項による保険契約に基づく保険金を貴社で受領したときは、債務の弁済期前でも法定の順序にかかわらず、貴社はその弁済に充当することができます。

第８条（借地権）

1 抵当権設定者は、抵当建物の敷地につきその借地期間が満了したときは、直ちに借地契約継続の手続きをとり、土地の所有者に変更があったときは直ちに貴社に通知し、また借地権の内容に変更を生じる場合にはあらかじめき貴社に通知します。

2 解約その他借地権の消減または変更をきたすようなおそれのある行為をせず、またこのようなおそれのあるときは、借地権保全に必要な手続きをとることはもちろん、建物が減失した場合にも貴社の同意がなければ借地権の転貸その他任意の処分をしません。

3 抵当物件が火災その他により減失し、保険金等によって弁済をしてもなお残債務がある場合において、抵当設定者が直ちに建物の建築をしないときは、借地権の処分について貴社の指示に従うものとし、貴社はその処分代金をもって本債務の弁済に充当することができます。
第９条（任意処分）

　抵当物件は、必ずしも競売手続きによらず一般に適当と認められる方法、時期、価格等により貴社において処分のうえ、その所得金から諸費用を差し引いた残額を法定の順序にかかわらず貴社は本債務の弁済に充当することができ、なお、残債務がある場合には債務者は直ちに弁済します。

第１０条（費用の負担）

　証書の作成、抵当権に関する設定、解除または変更の登記ならびに抵当物件の調査または処分に関する費用は、債務者または抵当権設定者が連帯して負担し、貴社が支払った金額については直ちに支払います。

第１１条（保証）

1 保証人は、債務者が原契約ならびにこの約定によって貴社に対し負担するいっさいの債務について債務者と連帯して保証債務を負い、その履行については債務者が別に差入れた銀行取引約定書の各条項のほか、原契約ならびにこの約定に従います。
2 保証人は、債務者の貴社に対する預金その他の債権をもって相殺はしません。

第１２条（担保保存義務の免除、代位）

1 保証人または抵当権設定者は、貴社がその都合によって他の担保もしくは保証を変更、解除しても免責を主張できません。

2 保証人または抵当権設定者が本債務を履行した場合、代位によって貴社から所得した権利は、債務者と貴社との取引継続中は貴社の同意がなければ、これを行使しません。もし貴社の請求があれば、その権利または順位を貴社に無償で譲渡します。

第１３条（公正証書の作成）

　債務者および保証人は、貴社の請求があるときは直ちに原契約ならびにこの約定による債務について強制執行の認諾がある公正証書を作成するため必要な手続きをします。このために要した費用は債務者および保証人が負担します。
以上
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